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鹿
児
島
市
の
動
き

国
の
動
き

「
女
性
問
題
に
関
す
る
意
識
調
査
」実
施

「
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
意
識
調
査
」実
施

「
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
計
画
」策
定

「
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
」開
館

「
男
女
共
同
参
画
都
市
か
ご
し
ま
」を
宣
言

「
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
計
画（
改
訂
版
）」策
定

「
Ｄ
Ｖ
防
止
庁
内
連
絡
会
議
」設
置

「
第
２
次
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
計
画
」策
定

「
鹿
児
島
市
Ｄ
Ｖ
対
策
基
本
計
画
」策
定

「
鹿
児
島
市
Ｄ
Ｖ
防
止
対
策
委
員
会
」設
置

「
鹿
児
島
市
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
」設
置

「
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
」施
行

「
男
女
共
同
参
画
審
議
会
」設
置

「
鹿
児
島
市
女
性
活
躍
推
進
計
画
」策
定

「
鹿
児
島
市
Ｄ
Ｖ
対
策
基
本
計
画
」改
定

「
第
２
次
鹿
児
島
市
男
女
共
同
参
画
計
画
」改
定

第
１
回
男
女
共
同
参
画
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル（
以
後
毎
年
開
催
）

「
女
性
政
策
課
」新
設

「
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
市
民
意
識
調
査
」実
施

「
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
市
民
意
識
調
査
」実
施

「
女
性
政
策
課
」か
ら「
男
女
共
同
参
画
推
進
課
」に
改
称

「
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
市
民
意
識
調
査
」実
施

「
か
ご
し
ま
市
女
性
プ
ラ
ン
」策
定

「
育
児
休
業
法
」施
行

新
学
習
指
導
要
領
の
告
示

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」成
立

「
男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法
」施
行

「
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」策
定

「
Ｄ
Ｖ
防
止
法
」改
正

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」改
正

「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」改
正

「
ワ
ー
ク・ラ
イ
フ・バ
ラ
ン
ス
憲
章
」及
び

　
「
仕
事
と
生
活
の
調
和
推
進
の
た
め
の
行
動
指
針
」策
定

男
女
共
同
参
画
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
決
定

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」改
正

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」改
正

「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」改
正

「
女
性
の
職
業
生
活
に
お
け
る

　

活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律（
女
性
活
躍
推
進
法
）」施
行

「
Ｄ
Ｖ
防
止
法
」改
正

「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び

　

被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法
律（
Ｄ
Ｖ
防
止
法
）」施
行

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」改
正

「
第
２
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」策
定

「
育
児
・
介
護
休
業
法
」改
正

「
政
治
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の

　

推
進
に
関
す
る
法
律（
候
補
者
男
女
均
等
法
）」施
行

「
働
き
方
改
革
関
連
法
」施
行

「
女
性
活
躍
推
進
法
」「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」

　
「
育
児
・
介
護
休
業
法
」「
労
働
施
策
総
合
推
進
法
」改
正

「
第
３
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」策
定

「
Ｄ
Ｖ
防
止
法
」改
正

「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」改
正

「
第
４
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」策
定

「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」改
正

「
労
働
基
準
法
」改
正

「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」改
正

「
男
女
共
同
参
画
推
進
本
部
」設
置

高
校
で
の
家
庭
科
の
男
女
必
修
実
施

「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」施
行

中
学
校
で
の
家
庭
科
の
男
女
必
修
完
全
実
施

男性は仕事、女性は家庭
賛成66.2%
反対28.7%

子育ては男女区別なく
子どもの個性を重視
23.5%

男女共同
参画推進！

子どもが満1歳に
なるまで男女とも
に育休取得可

少子高齢化による
労働人口減少や
多様な働き方が
求められる中、
パートタイム労働者の
待遇改善

男性は仕事、女性は家庭
賛成46.7%
反対41.7%

男性は仕事、女性は家庭
賛成44.9%
反対44.1%

男性は仕事、女性は家庭
賛成47.0%
反対44.6%

子育ては男女区別なく
子どもの個性を重視
32.4%

大会テーマ
ビジョンを描こう！
女（ひと）と男（ひと）
共に輝く新世紀 性差にとらわれない

共同参画のあるべき
姿を課名に託しました

家庭科教育における
男女同一の教育課程
の実現

採用・昇進・教育
訓練等の
男女差別禁止！

保護命令制度の
拡充

短時間勤務制度の
義務化、専業主婦
（夫）除外規定の廃止

育児等を行う
労働者の時間外
労働制限

“婦人問題”から
“男女共同参画”へ

「配偶者からの
暴力」の
定義拡大

「生活の本拠を
共にする交際相手」も
対象に！

介護休暇・看護休暇の
半日単位での取得が
可能に

妊娠、出産等に関する
ハラスメント防止

育児休業期間の延長、
育児目的休暇の新設

長時間労働の
解消
非正規と正社員の
格差是正
高齢者の就労促進

育休の延長、
子の看護休暇
制度創設 性別による

差別禁止の
範囲拡大、
企業に対し
セクハラ
防止措置の
義務化

介護休業
制度の
法制化

深夜・休日・時間外
労働における
女性就業規則の
撤廃

男性は仕事、女性は家庭
賛成34.7%
反対52.2%
子育ては男女区別なく
子どもの個性を重視
83.3%

「男性は仕事、女性は家庭」
R3年度目標
賛成30%

学習、情報、相談、支援、調査研究
の5つの機能を備え、講座や講演
会の開催や相談の実施、男女共
同参画に関する図書やDVD等の
貸出のほか、男女共同参画のた
めの市民活動の支援などを展開。

ニュース・トピック 「平成」キーワード年表

　男女共同参画社会を形成するために必要な法制度の整備は進んでいますが、市民意識調査の
結果「男性は仕事、女性は家庭」という性別役割分担に対する考え方に「反対」が「賛成」を上回った
のが2015年（平成27年）とごく最近であることからも分かるように、実際の生活の中で、固定的な
社会通念や男女の不平等感は依然として強く、市民と行政が一体となった更なる取組が必要です。

経済・教育・保健・政治の4分野のデータから各国の男
女平等格差を示す指標。世界経済フォーラムが2006
年から毎年公表。日本は、政治・経済分野における男
女の格差が大きいため順位が低くなっています。

ジェンダー・ギャップ指数（GGI）

女性に対する
暴力根絶のための
シンボルマーク

79位
（115）

91位
（128）

98位
（130）

101位
（134）

94位
（134）

98位
（135）

101位
（135）

105位
（136）

104位
（142）

101位
（145）

111位
（144）

114位
（144）

110位
（149）

121位
（153）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

※（　）内はランキング参加国数

消費税3% バブル崩壊 鹿児島８.６水害

消費税5%

消費税8%

クールビズ開始

リーマン・ショック 東日本大震災

待機児童が
過去最多に

プレミアム
フライデー導入

刑法改正
性犯罪
厳罰化

医学部
不正入試

三宅島噴火

雲仙普賢岳
大火砕流

阪神・淡路
大震災

ロボット
掃除機誕生

合計特殊出生率が
過去最低に

新潟県
中越地震

ハッピーマンデー
制度導入

男女共同参画週間（6/23～29）、
女性に対する暴力をなくす

運動期間（11/12～25）始まる

共働き世帯が専業
主婦世帯を上回る

消費税8%

消費税10%

御岳山噴火

熊本地震

北海道
地震

４件の性暴力
事件で無罪判決

全国各地で
フラワーデモ
性暴力撲滅！

ハラスメント
対策強化


